様式第１号(第４条関係)

産業活性化基金事業補助金交付申請書
年　　月　　日
申請先　熊取町長
　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　会社所在地　
　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　
※代表者住所は、個人事業主の場合のみ記入

産業活性化基金事業補助金交付要綱に基づき、産業活性化基金事業補助金の交付を願いたく関係書類を添えて申請します。

記

	　
	　交付申請額　　\




１　交付申請する補助金の事業区分及び補助金名

２　事業の名称

３　事業の期間
　　　　　　　年　　　月　　　日　～　　　　年　　　月　　　日
４　補助事業に要する経費

【添付書類】
（１）事業計画書（様式第２号）
（２）収支計画書（様式第３号）
（３）誓約書
（４）住民票、町税完納証明書
（５）その他町長が必要と認める書類


様式第２号（第４条関係）
事業計画書
	事業の名称
	　

	申請者の概要
	名称
	　

	
	所在地
	　

	
	電話番号
	　
	FAX番号
	　

	
	業種
	　

	
	資本金・出資金
	　
	従業員数
	　

	事業の目的（背景）
	

	事業の概要
	

	事業実施スケジュール
	

	事業の目標、成果設定
	

	事業費の総額
	　



様式第３号(第４条関係)
収支計画書
１　収入
	区分
	金額(円)
	摘要

	自己資金
	　
	　

	借入金
	　
	　

	補助金
	　
	　

	その他
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	合計
	　
	　



２　支出
	区分
	金額(円)
	摘要

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	合計
	　
	　


※金額の内訳がわかる根拠書類を添付すること。
※補助金の対象経費は、産業活性化基金事業補助金交付指令書交付日以降、事業完了日までの間に契約し、支出した経費が対象です。


様式第４号(第５条関係)

熊取町指令　第　　　　号


会社所在地
会社名称
代表者氏名


産業活性化基金事業補助金交付指令書

　　　　年　　月　　日付申請の　　　　年度産業活性化基金事業補助金、
金　　　　　　円を交付する。

　　　　　　年　　月　　日


熊取町長　　　　　　　　　　印

（備考）
事業区分及び補助金名


（条件）


様式第５号(第６条関係)

産業活性化基金事業補助金事業計画変更承認申請書

年　　月　　日

申請先　熊取町長
　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　会社所在地　
　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　※代表者住所は、個人事業主の場合のみ記入

　　　　　　年　　　月　　　日付熊取町指令　　第　　　号で決定通知を受けた産業活性化基金事業補助金にかかる事業を次のとおり変更したいので承認されたく申請します。

１　事業区分及び補助金名


２　事業の名称


３　事業の変更理由



４　事業の内容及び経費の変更




【添付書類】
（１）事業計画書（様式第２号）
（２）収支計画書（様式第３号）
（３）その他町長が必要と認める書類


様式第６号(第６条関係)

産業活性化基金事業補助金事業中止(廃止)承認申請書

年　　月　　日

申請先　熊取町長
　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　会社所在地　
　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　
　　　　　　　　　　　　　　　　※代表者住所は、個人事業主の場合のみ記入

　　　　　　年　　　月　　　日付熊取町指令　第　　　号で決定通知を受けた産業活性化基金事業補助金にかかる事業を次のとおり中止（廃止）したいので、承認されたく申請します。

記

１　事業区分及び補助金名

２　事業の名称

３　中止(廃止)する理由


４　事業の経過



５　収支の内訳



様式第７号(第８条関係)

産業活性化基金事業補助金事業実績報告書

年　　月　　日

申請先　熊取町長
　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　会社所在地　
　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　
※代表者住所は、個人事業主の場合のみ記入
　　　　　年度産業活性化基金事業補助金にかかる実績を次のとおり報告いたします。

記

	事業区分
	　

	補助金名
	

	事業の名称
	　

	事業着手年月日
	　
	事業完了年月日
	　

	事業の経緯及び結果（成果）の概要
	　


【添付書類】
（１）収支精算書（様式第８号）
（２）収入、支払の証拠書類の写し
（３）結果（成果）等の報告書
（４）その他町長が必要と認める書類


様式第８号(第８条関係)
収支精算書
１　収入
	区分
	金額(円)
	摘要

	自己資金
	　
	　

	借入金
	　
	　

	補助金
	　
	　

	その他
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	合計
	　
	　



２　支出
	区分
	金額(円)
	摘要

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	合　　　　　計
	　
	　


※収入、支払の証拠書類の写しを添付すること。
※補助金の対象経費は、産業活性化基金事業補助金交付指令書交付日以降、事業完了日までの間に契約し、支出した経費が対象です。


様式第９号（第９条関係）

熊産第　　　号

会社所在地
会社名称
代表者名


産業活性化基金事業補助金確定通知書


　　　　年　　月　　日付け、熊取町指令産第　　　号をもって交付決定した
産業活性化基金事業補助金については、下記のとおり補助金の額を確定したの
で通知する。


記


補助金交付確定額　　　　　　　　　円



　年　　月　　日

熊取町長　　　　　　　　印



（備考）
　　事業区分及び補助金名


様式第１０号(第９条関係)

産業活性化基金事業補助金請求書


	　
	　請求金額　　\



ただし　　　　年　　　月　　　日付熊取町指令　第　　　　号に基づく産業活性化基金事業補助金
事業区分及び補助金名


　　上記のとおり請求いたします。

年　　月　　日

請求先　熊取町長

　　　　　　　　　　　　　　　　　（請求者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社所在地　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　※代表者住所は、個人事業主の場合のみ記入



【振込先】
（申請者名義の口座に限ります。）
                              銀行                               支店
                            信用金庫                           出張所


口座の種類         口  座  番  号             口    座   名   義

                                           ﾌﾘｶﾞﾅ
普通・当座

（１）金融機関・本支店名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）口座番号： 普通・当座　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（３）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



様式第１１号(第４条関係)
　　　　年　　月　　日

提出先　熊取町長

（申請者）
会社所在地
会社名称
代表者住所
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号
※代表者住所は、個人事業主の場合のみ記入



誓　　約　　書



私は、産業活性化基金事業補助金の申請にあたり、次に掲げる事項を誓約します。

１．暴力団排除条例（平成２４年条例第２６号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団密接関係者に該当しません。

２．暴力団との関係について、熊取町が大阪府警察本部に照会することに同意します。

３．町税及び町債務の滞納はありません。

４．町税及び町債務の納入状況について、調査されることに同意します。

[bookmark: _GoBack]５．創業支援事業、既存事業者支援事業、農業者支援事業に関して、開業後５年以上事業を継続し、５年未満に廃業した場合、当該補助金を返還いたします。
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